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東日本大震災 （参考）阪神・淡路大震災

発生日時 平成２３年３月１１日１４：４６ 平成７年１月１７日５：４６

マグニチュード ９．０ ７．３

地震型 海溝型 内陸型

被災地 農林水産地域中心 都市部中心

震度6弱以上県数

８県（宮城，福島，茨城，栃木，岩手，群馬，埼玉，千葉）
震度７：宮城県北部、
震度６強：宮城県南部・中部、福島県中通り・浜通り、

茨城県北部・南部、栃木県北部南部

１県（兵庫）

津波 各地で大津波を観測
（最大波 相馬９．３ｍ以上，宮古８．５ｍ以上，石巻市鮎川８．６ｍ以上）

数十ｃｍの津波の報告あり、

被害なし

被害の特徴 大津波により，沿岸部で甚大な被害，多数の地区が壊滅。
建築物の倒壊。長田区を中心に大規
模火災が発生。

死者

行方不明者

死者 １９，７７５名（震災関連死を含む）

（岩手：５，１４６名、宮城：１０，５７１名、福島３，９４３名）

行方不明者 ２，５５０名（岩手：１，１０７名、宮城：１，２１５名、福島：２２４名）

死者 ６,４３４名
行方不明者 ３名

住家被害（全壊） １２２,０５０棟 （岩手：１９，５０８棟、宮城：８３，００５棟、福島：１５，４８０棟） １０４,９０６棟

災害救助法の適用 ２４１市区町村
（青森、岩手、宮城、福島、茨城、栃木、千葉、東京、長野、新潟の１０都県）

２５市町
（大阪、兵庫の２府県）

複合災害 東京電力福島第一原子力発電所の事故。
避難指示区域の面積1,150㎢（平成25年8月（最大））、避難者数47万人（発災当初）

－

令和４年版「防災白書」及び緊急災害対策本部とりまとめ報（令和６年３月８日）を基に作成１

Ⅰ ．東日本大震災の概要







２．住まいとまちの復興

１．被災者支援

３．産業・生業の再生

・避難生活の長期化や災害公営住宅等への移転等の状況に応じた切れ目

のない支援を実施

・今後も、高齢者等の見守り、心身のケア、コミュニティ形成の支援、

生きがいづくり、子どもへの支援等のきめ細かい支援を継続

・生産設備は概ね復旧しているが、被災地の中核産業である

水産加工業の売上げ回復に遅れ

・水産加工業の販路開拓・加工原料転換等を支援

・高台移転による宅地造成、災害公営住宅の整備が完了

復興道路・復興支援道路が開通し、被災した鉄道も全線再開
※BRTによる復旧を含む

・土地区画整理等による造成宅地や移転元地の活用について、地域の

個別課題にきめ細かく対応して支援

Ⅱ．地震・津波被災地域の復興状況

地震・津波被災地域は、住まいの再建や復興まちづくり等が概ね完了
今後は、被災者の心のケアなど残された課題に取り組むことが必要

４

新たな高台団地でのコミュニティ形成支援

量販店での被災地水産物の常設棚の設置

岩手県宮古市（田老地区）の高台移転




